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「ジャカルタ首都圏都市交通問題を考察する」
 k990126　佐々木 哲夫
序　テーマ設定の過程
 今回、このテーマを設定した動機は、私がこの5年間に3回、インドネシアへ訪問していることに起因する。そのインドネシアの首都、ジャカルタに長期滞在するといつも思うのであるが、首都の割には交通網などが非常に遅れていることに気付かされる。道路一つとっても、大きな穴が開いていることは珍しくなく、その穴を避けるために渋滞が起こることもしばしばである。
我が国は戦後賠償でサリナデパートやホテルインドネシアなどを建設し、そして今現在は政府開発援助（ＯＤＡ）により、人的派遣や教育援助などを行っている。では何故インドネシアに多額のＯＤＡを拠出するのか、という疑問が湧くのは当然の帰結だろう。こうした疑問、そして実体験を通してみたインドネシアの現状（主に鉄道・バスなどの交通インフラ設備）を考える上で必ずや役に立つであろう要素の一つにＯＤＡがある。こうしたこともあり、私は今回、ジャカルタ周辺の鉄道・バスなどの都市交通問題を考えてみようと思ったのである。

都市交通問題、といっても、大仰な理由などはない。ただ、ジャカルタで生活をしていると、やはりどうしても「移動」しなければならない。また、今までの住宅地といえば、市内中心部に位置するメンテン（Menteng）地区（山手、或いは麻布に相当）、チュンパカプティ（Cempaka Putih）地区（下町に相当）等を指していたのだが、今では住宅開発がジャカルタ南部へと伸びており、中心部からはやや離れたクバヨランバル（Kebayoran Baru）地区や、ビンタロウ（Bintaro）地区などが発展している。ということは当然、通勤時間帯になると都心へ通じる道は大渋滞となり、通常ならば15～20分で到着できるところを、1時間以上、最悪な場合は1時間半以上もかかって向かうこととなる。この一つの原因は、自家用車台数の急増、そしてそれに対応できない道路建設である。

それでは道路を作ればよいのか、という問題になるが、大気汚染を更に進行させることにもなりかねない。また、その他の理由としても、ジャカルタ市内にある大企業のオフィスはそのほとんどがタムリン通り、スディルマン通り等の、主要幹線道路沿いに集中していることがあげられる。更には、そうした幹線道路から拡散させるための補助幹線道路の供給不足などがあり、簡単には解決しそうな問題でもない。

それでは、今我が国で協力できる範囲内で考えられ、且つ都市交通問題を抜本的に見直すようなプロジェクトはないものか、考えることに至ったのである。
１　対インドネシアＯＤＡの現状

（１）概要
　インドネシアに対するＯＤＡの拠出は、贈与、政府貸付を合わせて約16億583万ドルにも及ぶ（1999年実績）。同じく1999年までの累計では約3兆4493億800万円にも及ぶ。こうした日本の多大な援助は、インドネシアが受け取る各国からのＯＤＡの中でも群を抜いており、1997年実績では、2位のドイツ（1億1500万ドル）を遥かに超す、4億9800万ドルにも達しているが（97年度支出純額シェアが62.8％）、これでも近年では大幅な減額である。これは1997年の東南アジア通貨危機及びそれに起因する社会混乱により、ＯＤＡの拠出も一時見合わせた結果であり、翌1998年には再び8億ドル台に増額している。

　また、ODAは原則として要請主義をとっており、相手国政府からの要請に基づき外務省や国際協力銀行（JBIC）等関係機関が協議して実行に移すかどうかを決定するのである。更に国際協力事業団（JICA）は、国別アプローチの強化や事業実施の効率化を図っている。こうした中、インドネシア政府は公共事業省等各省庁を通じ、日本政府に様々な協力を要請してきている。

　下の表からも分かる通り、他の主要援助国に比べて我が国の援助額は格段に多い。これについて外務省経済協力局政策課国別計画策定室の松山氏は、「他の国に比べて我が国はまだ多少の財政的余裕がある。また、相手国（インドネシア）からの要請も数多く、需要がある。その為、他国に比べて援助額が多いのである。また、他国はこうしたデータには表れないが、技術協力やNGOへの協力など、側面支援を行っている場合があり、そうしたことからもこうした結果になったのではないか」と話していた。また、何故対インドネシア協力額が、他国よりも多いのかという質問に対しては、次の第2節の冒頭で触れるような内容を説明していた。

（２）我が国のインドネシアへのODA拠出の理由
	1 我が国と貿易・投資面等において密接な関係にあり､政治・経済面でも重要であること。

2 我が国の海上輸送にとって重要な位置を占め､天然資源供給国であること。

3 ASEANの中核であり､東南アジア地域発展に対する重要な役割を担っていること。

4 97年の通貨危機の影響で社会経済情勢が非常に不安定であり､経済の回復､国民生活の安定が欠かせないこと。


日本企業が人件費や工場などの施設経費を抑制するため､インドネシアなどのアジア各国でモノを生産し､逆輸入､あるいは最終工程のみを日本国内で行なう､といった方式を取り､貿易面での関係が密接である。

また、地勢的にも世界最大の原油生産地である中東地域からの海上輸送航路が､必ずと言っていいほど、インドネシアとマレー半島の間に位置するマラッカ海峡を通過する。更には鉱物資源の豊富なオーストラリアからも､航路がイリアンジャヤ周辺を通過すなど､我が国にとって海上輸送の最重要地域と言っても過言ではない。故に､安定した海上輸送を今後も継続して続けていくためには､輸送航路の周辺地域､すなわちインドネシアなどの社会情勢の安定が欠かせない。不安定な社会情勢の影響を受けた事件として記憶に新しいのは､アロンドラ・レインボー号事件がある。これは1999年10月、アルミニウム塊7000トンを積み､インドネシア・スマトラ島のクアラタンジュン港を出発した貨物船が、マラッカ海峡沖で海賊にシージャックされ､乗組員は幸い海賊によって救命ボートに乗せられ､海上を漂流していたところ､タイ警察によって保護された。しかし貨物は海賊によって強奪され､船のみが翌11月に発見されるという事件である。こうした海賊事件は多発しているが、社会不安や経済の悪化による失業などの要因が、インドネシア、特にマラッカ海峡周辺の住民を海賊へと「転職」させているという分析もある。また経済的要因とは異なるが、アメリカの石油メジャー､エクソンモービルの現地合弁会社であるエクソン・モービル・インドネシアも､アチェ特別州の治安悪化、また自由アチェ運動（GAM）の脅迫を受けて､2001年3月９日に天然ガス田の操業停止に追い込まれた。アチェの天然ガス生産を一手に引き受けている同社の操業停止は、月1億ドルの収入を得ているインドネシア政府にとっても、また液化天然ガスの輸入を行っている日本・韓国にとっても、手痛いダメージである。

政治的にもインドネシアは1967年のASEAN（東南アジア諸国連合、the Association of South-East Asian Nations）発足当初からのメンバーで、「ASEANの盟主」。地域最大の国土及び人口を持ち、スハルト政権時代はその求心力と発言力が強大だった。現在ではスハルト時代ほどの求心力はないものの、ASEANにとってインドネシアは最重要国の一つといっても過言ではないだろう。

上記の①～③を総合的に踏まえると、確かに各地方の独立運動もインドネシア社会不安の大きな要因の一つであるが、それは内政問題であるので、我が国が協力可能なインドネシア「復活」への道は、経済協力による社会不安の払拭であろう。
（３）我が国のODAの主な内容（ジャカルタ周辺の交通整備について）
資料４はジャボタベック首都圏
の鉄道などの交通網に対する資金協力を抜粋したものである。ジャボタベック鉄道は、ジャカルタ市内中心部を縦断して南北に走る中央線と、それをほぼ環状に取り巻く西線および東線を中心とし、環状線から各衛星都市へ向けてブカシ線、スルポン線、タンゲラン線、タンジュンプリオク線の７線によって構成されている。この鉄道はオランダ植民地時代に敷設され、以後使用されぬまま放置状態にあった時代が長く続いたが、日本政府はこれを本格的鉄道へと再生させるため、1,000億円以上の円借款を投入するなど大規模な協力を行ってきた。また、都市交通の混雑を解消するために、更なる円借款を行っている。それが上の表にもある,「ジャボタベック圏鉄道近代化計画」である。この結果,中央線は市内中心部の区間が高架となり,ピーク時12分間隔の運行が可能となった。これによってボゴール方面からの通勤需要にある程度は対応できるようになり,需要も増大傾向にあるという。さらには環状線においては当初の目標であった20分間隔運行を目指し,自動信号化などの改良工事も進んでいる。

こうした協力の目的は、今後も更なる増加が見込まれるジャボタベック地域の人口に対応し、その需要増を道路政策のみで行なうことは不可能と考えられるので、という観点に立っている。現在は鉄道利用率が3％と低水準ではあるが、「将来的にこの地域の陸上輸送量の15％～20％のシェアを鉄道に期待している」と、ＪＩＣＡは報告している
。

ジャボタベック鉄道改良工事で、既に完成、または1999年度内に完成予定の項目は次の通り。

· 各線区の軌道整備

· 車両基地、工場の整備（第一期工事）

· 中央線高架化

· マンガライ～デポック間複線化

· カンプンバンダン駅改良

· 中央線、ベカシ
線、カンプンバンダン駅構内の自動信号化

· 東線、西線の4駅改良

· 東線、西線の自動信号化及びスルポン線、タンゲラン線以外のジャボタベック地域のＣＴＳ化

· スルポン線の単線電化、電子連動化

· タンゲラン線の単線電化、電子連動化

　また、私が次の第２章で述べるように、地下鉄建設についても外務省に問い合わせてみた。これについて前述の松山氏は、「現在はインドネシア政府から建設の要請はない。その理由としては、建設コストなどが莫大、採算面で不安等の要因があるのだろう」と話していた。

その他、我が国がＯＤＡを拠出するものとしては、例えば鉄道車両の提供の際にかかる輸送費がある。船便で輸送することになるだろうが、もしその輸送費もＯＤＡを拠出しないとしたら、車両提供者は輸送費という多額の費用がかかり、提供を尻込みしてしまうだろう。そうしたことからも、輸送費へのＯＤＡ拠出は妥当と考えられる。

（４）考察

　外務省担当者への電話によるヒアリングでは、期待した答えは返ってこなかった。その理由の一つは、何故インドネシアにこれほどまでの資金協力をしているのか、明確な返答がなく、ただホームページなどに掲載されている文言を要約して説明しているに過ぎなかった。確かに本章第２節冒頭に書いてあるような理由はあるだろう。しかし、それだけであれほどまでに多額の資金協力をするだろうか。

　私がインドネシア人にその事を電話で質問したところ、このような答えが帰ってきた。「インドネシア人は日本人を兄のように思っているから、どうしてもたよってしまうのではないか」。なるほど、そう考えれば辻褄が合う。「兄」のように思い、そして同じアジアの一員であるという同胞意識が、アジアで最も発展している日本に多数の要請をする一因であるように思われる。

　さて、協力の中身についてであるが、私が今回取り上げる都市交通問題については、鉄道関連事業に関しては積極的に取り組んでいるようである。しかし、バスなどの道路行政に関してはまだまだ未整備といわざるを得ない。特にひどいのが、老朽化したバスや、低質なガソリンによる大気汚染である。後者はインドネシア政府により無鉛ガソリンの普及を進めていってもらうしかないが、前者はＯＤＡでも出来そうである。例えば、前述の松山氏は「輸送費にはＯＤＡを拠出できるが、車両などには拠出できない」とする意向は、少なくとも京都議定書を取りまとめ、環境行政に積極的に取り組んでいこうとする国の言うことではないだろう。つまり政府としては、「輸送費は持ちますが、車両などは地方自治体や民間の車両を宜しくお願いします」と言っており、極論、「車両を提供されなければ輸送費が浮く」となる。はっきり言って消極的過ぎる。確かに車両提供は無償でも構わない。それは東京都交通局車両電気部車両計画課車両係の松尾氏が述べているが、「車両を提供せずに解体した場合の費用は、１両あたり約300万円」であり、車両の提供側としても300万円の経費削減、否、通常都営地下鉄などは10両編成前後で走っているので、約3,000万円の節約となったはずである。こうした経費削減を進める上でも、インドネシア政府より要請があった場合、その他にも例外的には「在外公館による相手国政府との政策対話や、日本から相手国への政策協議ミッションや調査団の派遣などを通じて入念な事前調査を実施し、相手国と共同で優良案件の積極的な発掘・形成」
し、その中に鉄道やバスの車両提供を盛り込み、我が国の車両を積極的に提供したらどうだろう。鉄道に関して言えば老朽化した通勤用車両に比べてずっと停止精度の向上が図られ、ドアの開閉も可能となり、いいのではないかと私は考える。その為にも各バス会社及び鉄道会社などに広く車両の無償提供を募るべきであると私は考える。供給過剰になるかもしれないが、例えば鉄道の場合、ＪＲで通常運転されているボックスシートのある車両（オレンジ色がベースの車体に、深緑色のラインが引かれている車両）は、ジャカルタ－バンドン間の中距離路線にも十分使用でき、特急や寝台車両などはジャカルタ－スラバヤ間などの長距離路線に使用できるだろう。それでも過剰になる場合は、提供車両数を制限して選考すれば、より質の高い車両を提供できるようになる。
しかし机上では積極的な協力体制が見られるものの、現地に生活し、数値には表れないものの実感としては、これほどまでに鉄道近代化の援助を受けているにもかかわらず、一向に鉄道状況は改善されない。車両の極度の老朽化、鉄道網の未整備による交通渋滞の悪化、走行中の車両でも屋根に乗ったり窓にぶら下がったりする等の危険な乗車状況が見られるなど、交通問題が解決する糸口が見えない状況が続いている。バス網についても同様のことが言える。バスの老朽化は目に余るものがあり、時には乗客輸送中に故障を起こしてしまうこともある（そうした場合は、運賃の二重徴収にならないよう、同路線の後続バスが到着次第、無償で乗り換えるシステムがある）。そうした老朽バスは、排気ガスもまた尋常ではなく、大気汚染の大きな一因を担っている。さらに複合してみれば、ジャカルタ市内中心部に位置し、長距離列車のターミナル駅であるガンビール駅には、タクシーのみで、バスが通っていない。否、正確には空港リムジンバスは走っているので、生活路線バスが通っていないといったほうが正確である。
それではどうしたらよいだろうか。そうした意味合いからも次章では、国家レベルでの協力体制を見る視野を更に広げ、地方自治体、民間なども含め、国を挙げての協力体制を参考に、ジャボタベックの都市交通問題に取り組むアプローチを考察していこうと思う。

資料1　我が国のODA実績（支出純額、単位：百万ドル）
	暦年
	贈　与
	政府貸付
	計

	
	無償資金協力
	技術協力
	計
	支出総額
	支出純額
	

	94
	72.28
	177.69
	249.97
	1084.37
	636.2
	886.17

	95
	66.46
	203.67
	270.14
	1155.14
	622.28
	892.42

	96
	64.41
	163.31
	227.72
	1234.15
	737.81
	965.53

	97
	66.57
	148.39
	214.96
	739.61
	281.9
	496.86

	98
	114.59
	123.99
	238.59
	1034.51
	589.88
	828.47

	累計
	1134.14
	2034.47
	3168.65
	17084.17
	11618.83
	14787.47


（出典；外務省ODAホームページ）
 

資料２　我が国の援助実績（累積）
	99年ODA実績：16億600万ドル

	（１）有償資金協力(66-99年累積、支出純額)
	129億9300万ドル

	（２）無償資金協力(68-99年累積、支出純額)
	12億3500万ドル

	（３）技術協力実績(66-99年累積、支出純額)
	21億6700万ドル


（出典；外務省各国インデックスページ）
 
資料３　主要援助国（1994－98年累計）
	国　名
	(1)日本
	(2)ｵｰｽﾄﾗﾘｱ
	(3)ｵｰｽﾄﾘｱ
	(4)フランス
	(5)イギリス

	シェア率
	68.3%
	7.4%
	5.7%
	4.4%
	3.9%


（出典；同）
資料４　年度別・形態別実績（単位：億円）
	年度
	有償資金協力
	無償資金協力

	1969
	　
	チカンペック～チレボン鉄道修復（8.28）

	1970
	　
	チレボン～ウェルリ道路（3.06）

	1971
	　
	チレボン～ウェルリ道路（2.88）

	1972
	チレボン～ウェルリ鉄道修復（10.44）
	ジャカルタ等バス輸送改善（0.59）

	1973
	ジャカルタ～ボゴール間電車（8.24）
	ジャカルタ等バス輸送改善（10.13）

	1974
	ジャカルタ～メラク道路（2.12）
	ジャカルタ等バス輸送改善（1.72）

	1975
	ジャカルタ～メラク道路（125.14）
	　

	1978
　
	ジャカルタ市内高速道路（30.21）

ジャカルタ都市交通（43.08）
	　
　

	1979
　
	ジャカルタ市内有料道路立体交差（45.00）
ジャカルタ都市交通（鉄道）（37.51）
	　
　

	1980
	ジャカルタ都市交通（鉄道）（58.36）
	　

	1981
　
	ジャボタベック圏鉄道（55.24）

ジャカルタ市内有料道路南リンク（8.80）
	　
　

	1982
　
	ジャボタベック圏鉄道（1-Ⅱ）（66.31）

ジャカルタ湾岸道路（12.10）
	　
　

	1983
	ジャボタベック圏鉄道近代化（1-Ⅲ）（52.03）
	　

	1985
　

　
	ジャカルタ有料道路（34.18）

ジャボタベック圏鉄道近代化（Ⅳ）（93.31）

ジャカルタ有料道路（外環状線）（9.39）
	　
　
　

	1986
　
	ジャボタベック圏鉄道近代化（1-Ⅴ）（111.74）

ジャカルタ～メラク有料道路（Ⅱ）（20.57）
	　
　

	1987
	ジャボタベック圏鉄道近代化（第６期）（135.65）
	　

	1989
	ジャボタベック圏鉄道近代化（Ⅷ）（103.81）
	　

	1991
	ジャボタベック圏鉄道近代化（第８期）（74.00）
	　

	1992
	ジャボタベック圏鉄道近代化（第９期）（153.47）
	　

	1994
	ジャカルタ交通管制システム整備事業（3.50）
	　


さらに詳しく知りたい方は、
1966年度から90年度までは

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/90sbefore/901-01.htm
1991年度以降はhttp://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/oda99/ge/g1-01.htm
をご覧下さい。

２　交通状況の改善に向けて

今回、私の提案としては、ジャボタベック鉄道近代化を早急に解決するためには、地下鉄建設を挙げる。JICAのホームページ上では、「鉄道はよく発達しており、ジャカルタ、スラバヤ、バンドン、ジョグジャカルタといった主要都市間は結ばれている。車両も最近改良され、快適な旅ができるようになっている」と書かれているが、それはあくまで長距離移動のこと、市内交通などの生活路線整備は、まだまだ手薄であると言えるだろう。そのことに関連し、1999年1月、インドネシア政府は正式に我が国政府に対し、特別円借款の候補案件として「ジャカルタＭＲＴ
計画」の技術設計を要請した。
（１）車両問題

それではまず、地下鉄の車両をどうするのか。新車両を組み立てる費用があれば、むしろそれは路線建設費に回していただきたい。そこで前章にも述べた通り、我が国の中古車両の活躍するときである。既に都営地下鉄三田線6000形は、熊本電鉄や秩父鉄道のほかに、インドネシアへも提供されている。その他にも国は異なるものの、営団地下鉄丸の内線開業時から40年以上活躍し続けてきた02系の一部はアルゼンチン共和国・ブエノスアイレス地下鉄に譲渡された。同様に名古屋市営地下鉄東山線２５０形車両もブエノスアイレスで運行中である。

疑問に思ったのが、日本とインドネシアにおける軌道幅の違いや電圧の違いである。しかし前述の松尾氏は、「車両譲渡先は三田線と同じ1067mmであり、次に電気方式が三田線と同じ直流1500Ｖであるインドネシアだったため、電圧変更工事などは行っていない。通常の整備が行われた状態で譲渡した」と述べている。つまり、今回の都営三田線車両譲渡プロジェクトに限れば、実際の費用は車両整備費と輸送費である。しかし後者はＯＤＡを活用し、前者も解体費用の1両あたり約300万円ほどの費用はかかっていないだろうから、有効な車両再活用だろう。

（２）路線問題
線路建設も重要ではある。しかし現在必要不可欠であるのは、首都圏と地方との接続よりはむしろ、首都圏内の都市整備、つまり山手線のような生活路線の早期建設であると思う。ゆえに私の持論である「ジャカルタ地下鉄」建設問題を取り上げる。
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平日昼間のタムリン通り（著者写す）

一番左の側道が空いているように思われるが、私が撮影した場所のすぐ後ろにバス停があり、そこでは２車線に渡って路線バスが乗客を拾ったり下ろしたりしており、後続車が渋滞を起こしていた。

上の写真を見ても分かる通り、ジャカルタの主要幹線道路は慢性的な渋滞である。また、時差通勤といった交通需要マネジメントの欠如も相まって、朝夕は更にひどくなる。上の写真に写っているタムリン通りの南（写真奥の右手にそびえるビル付近から奥）にあるスディルマン通りでは、平日の帰宅ラッシュ時間帯、タムリン通りと同様本線は片側3車線だが、場合によっては中央分離帯の一部を開放して反対車線の1車線を開放し、4車線と2車線という変則的な対応になることもある。これほどまでの渋滞を解消するためには、都心部への車両流入制限をする必要があろう。その1つの方策として、現在は「３ｉｎ１システム」がある。これは、午前6時30分から午前10時までの間、タムリン通り及びスディルマン通りを通過する、タクシーや緊急車両を除く全ての車両には、1台につき3人乗車せねばならないシステムである。違反は罰金となる。しかし残念ながら、この方策は実を結んでいないのが現状である。それは、通常は車1台に運転手とビジネスマンの２人しか乗車していない場合があるが、その「３ｉｎ１」地帯の手前の道路に子供たちが大勢おり、人数合わせのアルバイトを行っているのである。この子供たちを１人、ないし運転手のみの場合は２人乗せるのである。「アルバイト料」は片道1,000ルピア（約12円）ほどであるが、「３ｉｎ１」入り口の警官の目をごまかせればいいので、警官のいる場所を過ぎると子供たちは降り、また元の場所に戻り、新しい客を見つける、との繰り返しである。このシステムは有名無実化しており、意味をなしていない。それでは、道路行政について何か他の良策はないものだろうか。ＪＩＣＡの社会開発調査部社会開発調査第一課の紺屋健一氏に伺ってみた。「将来的な案としてはシンガポールで実施されており、東京でも検討されている「ロードプライシング
」がある。しかし現状ではロードプライシングをして国民に負担を強いることは、現状から見て考えにくい」とのことだった。以上のような理由から、地下鉄を訴える。

幸いにもＪＩＣＡも同様な方針で地下鉄建設を含めた報告書があるので、それを踏まえてレポートを書き進めていこうと思う。

ＪＩＣＡ案は、地下鉄を建設しても、駅へのアクセスが不十分では利用率も低いと見て、新規のバス路線、或いは既存のバス路線の変更を含めた、包括的な提言をまとめている。確かにそうだろう。駅へのアクセスが不足していれば、利用者は既存のバスを使ってしまい、元の木阿弥である。そこで、元となる計画路線を資料５に提示した。これによれば地下鉄は南北に走ることになる。しかし、新興商業地であるクニンガン地区へは地下鉄が伸びていない。そこでバスの登場となる。つまり、今回の地下鉄建設案は、コタ～ファトマワティ間の主要交通機関を地下鉄と位置付け、その補助交通機関としてバスを挙げている。現在の主要交通機関がバスであることを考えれば、大きな変革を求める案である。しかし、現在の東京を考えれば分かる通り、地下鉄やＪＲが主要交通機関となり、タクシーやバスは補助機関となっている。電車は公害も出さずに大量輸送も可能で、優れた乗り物であることは周知の事実である。そこで両者の共存の道を考えてみた。前述の紺屋氏は、「例えば地下鉄の駅には必ずバス停を設置し、地下鉄とは垂直方向にバスルートを設定すれば、地下鉄の利用も上がるのではないか」と話していた。

以上を踏まえた上で、実際に採算面なども考慮しながら地下鉄ルートを考えれば、やはり一大商業地となっている華人街のコタ地区から、官公庁や大企業がひしめくタムリン通り、スディルマン通り、そして日本の銀座に相当するであろうブロックＭを経由し、南部住宅地のファトマワティに至る地下鉄南北線の建設が適当であろう。更に欲を言えば、将来的にはガンビール駅やマンガライ駅、パサールスネン駅などの、既存主要駅を通過するよう、バスルートの新設や、地下鉄の新線計画も検討すべきだろう。

ＪＩＣＡの報告書を読む限り、路線は問題ないと思うが、一つ疑問だったのは、なぜ一部高架式にするのか、ということである。高架にする必要性が報告書には記されておらず、私が読んだ報告書を更に深く調査した報告書は、本年1月に作成されたばかりで、ＪＩＣＡ図書館でも閲覧できない状態にある。しかし路線経路自体に異存はなく、今後はその実現が待たれるばかりである。

ただ、実用化に向けては、運行間隔の短縮など、より実用的な運用が望まれる。その場合、仮に地上を走行させるような場合、運行間隔の短縮化による踏切周辺での渋滞も発生することが考えられ、生活用路線の高架化・地下化の推進を図らねばなるまい。その際には、我が国の都市鉄道に関する知識、ノウハウなどの技術を惜しみなくインドネシア側に提供すべきであり、その中核を担ってくるのは国土交通省であろう。

（３）道路系交通機関問題

道路形交通機関問題として即座に挙げることの出来る問題として、バス問題がある。今後ＭＲＴが建設されることによって、ＭＲＴ路線周辺で補助的交通機関になるであろうバス。しかしその車両は目を覆うばかりの老朽化が進んでいる。そこで、環境汚染防止の観点からも、例えば都バスなどの路線バスで不要になった車体を安価で売却してもいいのではないだろうか。日本の車検基準をクリアした車体ならば、まずもって問題はない。このことについても松尾氏に聞いてみた。「新車導入に伴い車両売却の予定はあるが、時期及び台数は未定である」との事だった。また、環境汚染防止の観点からも、ＯＤＡを活用して煤煙除去装置（ＤＰＦ）を取り付けるべきではないかと思い、その事についても話を聞いてみたが、「現在、ＤＰＦについては様々な方式及びメーカーについての試験中であり、装置一式一両あたりの金額は決まっていない」との事だった。その他にも、バス停以外でも乗客が乗り降りするなど、不適切な運営状態、（特に2階建てバスの）交差点における急な右左折による転倒事故や、ドアを閉めないので満員状態の場合、ドアのステップ付近に群がっている乗客を振り落としてしまうなど、運転マナーの問題もある。

タクシーに関しては、初乗り料金が2,000ルピア（約15円）からということで、非常に安価に抑えられている。その為、一般庶民の利用頻度も高く、需要も多いためタクシー会社が乱立している。また、ジャカルタ市内においてはほとんどのタクシーがメーター制を採っているが、そのメーターを操作して料金を吊り上げるなどの違法行為も、一部のドライバーが行っている。

その他にも自転車と人力車の中間のようなベチャや、オート三輪のようなバジャイなどは、料金こそ交渉制ではあるが近距離移動には最適である。しかしこれらは専用レーンが設置されておらず、速度も自動車と比較すると遅く、目抜き通り（タムリン通り及びスディルマン通り）への流入が禁止されており、それ以外の場所でも交通渋滞の原因となることがある。

こうした道路系交通機関は、大気汚染の起源ともなる。「インドネシア国 ジャカルタ首都圏総合交通計画調査 予備・事前調査報告書」によれば、インドネシアの大気汚染は、微粒子と鉛の60％が自動車に由来するという。これは低質な燃料によるもので、無鉛ガソリンの更なる普及が課題である。その他、我が国で出来る範囲としては、車に対する車検関連技術・機器の提供など、技術協力が可能ではないかと私は見ている。

３　今後の見通しと展望

1985年でジャカルタの旅客輸送モードごとのシェアは、バス52.6%、私用車43.3％、鉄道0.3％で、ジャカルタ・ボタベック間の輸送モード別シェアではバス57.9％、私用車30.8％、鉄道8.0％となっている。こうした状況は現在でも続いており、鉄道の中央線電化、高架事業の完了、供用開始に伴うシェアが増加したものの、未だに自動車・バスなどの道路系交通機関へ依存した交通体系となっている。更には、2000年のジャボタベックの総人口が約2100万人に達し、その内訳でもジャカルタとボタベック地域の人口はそれぞれ840万人と1260万人で、60％がボタベック地域となっている。これはボタベック地域に人口が流出していることを示す。そして、ボタベック地域は1990年－2000年の間で年平均3.7%の人口の伸びを記録したが、ジャカルタは0.2%にとどまっている。こうしたことからも、今後も輸送体系を自動車系統に依存することは難しく、ＭＲＴの早期開通が望まれる。そしてその為に我が国はどのような協力が行なえるのか、以上のように現状分析と、それを踏まえた提案と通して見てきたが、従来の円借款による協力のみではなく、アジアで最も地下鉄が発達した我が国ならではの経験を生かした技術協力、そしてインドネシアでは事実上初となるＭＲＴ運営の制度作りへの側面支援など、支援方法を挙げれば枚挙に暇がない。相手国関係機関とも協議を重ね、本当に庶民の足となるＭＲＴを作るべきである。そしてこの建設は、我が国の都市交通関連技術の宣伝ともなり、今後もＡＳＥＡＮ諸国で続々とＭＲＴ計画が持ち上がってくるだろうが、それへの波及効果も期待できる。新たなＯＤＡ戦略の一つの布石としても、そしてジャボタベックの住民生活に対しても、一定の成果は得られるはずである。

今後の見通しとしては、我が国の財政的余裕もあまりない現在、本当にこのような巨大プロジェクトが実行に移せるのかははなはだ疑問ではある。しかし、あくまでＯＤＡは相手国政府との共同事業を行なうものであるゆえ、我が国の単独事業とはならない。よってインドネシア政府に対しても、早急な都市交通政策の提示と、それに対する処方箋を求める。と同時に、今回のＭＲＴ等が供用されても、いわゆる「ＫＫＮ
」的運営では、我が国のＯＤＡも徒労に終わってしまう。その為にも、我が国は今後、ＭＲＴを建設したあとも、建設して終わりということではなく、その後の運営形態・状況の確認や監視も必要になってくるのではないかと考える。

料金体系等も実務的問題として上がってくるだろう。紺屋氏は「試算によれば、エアコン付きバス程度の料金となるだろう」と述べていた。ジャカルタ市内のバスの料金体系は、バスの大きさやエアコンの有無で差がつく。市内の生活路線バスであれば、始点から終点まで乗ろうと運賃は変わらない定額制である。大型でエアコンつきが最も高いのではあるが、それでもタクシーに乗るほどの値段はしない。そこでエアコン付きバス程度の料金であれば、庶民も利用しやすいのではないだろうか。料金体系を距離制にするか定額制にするかはともかく、安価であれば、利用需要は増えると見込まれる。

ＭＲＴ建設計画は、踏み切り待ちによる渋滞も防げ、環境への影響も少ない。「大量高速輸送」の名に恥じないだけの利用価値はあるだろう。運行間隔の短縮かもあるが、ぜひこの計画が実現することを祈るばかりである。

資料５　ジャカルタＭＲＴ計画路線図

[image: image2.jpg]



（出典；「インドネシア国 ジャカルタ首都圏総合交通計画調査 予備・事前調査報告書」111頁　国際協力事業団社会開発調査部　1999年）

　中央部の太線が、地下鉄（MRT）建設計画の予定地。
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� ジャボタベック＝JABOTABEK(Jakarta特別市、及びBogor、Tanggerang、Bekasi各県からなる首都圏)。日本に置き換えると、東京・神奈川・千葉・埼玉の「南関東」といったところか。





� 「インドネシア国ジャカルタ首都圏総合交通計画調査予備・事前調査報告書」より引用。





� ブカシと同じ。インドネシア語で「ｅ」は「エ」の口の形で「ウ」と発音するため、ブカシ、ベカシ両方とも間違いではない。





� 外務省ＯＤＡホームページ「ＯＤＡ入門　ＯＤＡの基礎　経済協力Ｑ＆Ａ」より引用。� HYPERLINK "http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/minna/minna_1/min_1f.html" ��http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/minna/minna_1/min_1f.html�





� 地下式（一部高架式）鉄道。Mass Rapid Transit（大量高速輸送）の略。





� 車のフロントガラス部分に機械を取り付け、都心へ向かう車両が必ず通過せねばならない道路に、日本の道路によくある自動速度取締り装置のようなものを建て、そこを通過する際に車載装置が反応して料金課金するシステム。





� コルプシ、コルシ、ネポティスムの略。それぞれ汚職、馴れ合い（腐敗）、縁故主義の意。現在はスハルト政権時代の悪弊を表す代表的な言葉になっている。
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